
1．基本財産及び特定資産の明細

「財務諸表に対する注記」に記載のとおり。

附属明細書



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)を採用している。

(2)固定資産の減価償却の方法

　什器備品･･･定額法による減価償却を実施している。

(3)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．金融商品の状況

(1)金融商品に対する取り組み方針

　当法人は、事業財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券により資産運用する。

なお、デリバティブ取引は行わない方針である。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は、債券であり、市場価格の変動リスク、発行体の信用リスクにさらされている。

(3)金融商品のリスクに係る管理体制

①　基本財産管理規程に基づく取引

　　金融商品の取引は、当法人の基本財産管理規程に基づき行う。

②　市場リスクの管理

　　債券については、関連する市場の動向を把握し、運用状況を理事会に報告する。

③　信用リスクの管理

　　債券については、発行体の状況を定期的に把握し、理事会に報告する。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円)

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　投資有価証券 2,107,446,101 298,005,000 412,352,089 1,993,099,012

　定期預金 16,395,581 201,995,000 200,000,000 18,390,581

小　計 2,123,841,682 500,000,000 612,352,089 2,011,489,593

特定資産

　運営強化資金引当預金 34,213,000 0 0 34,213,000

　支払助成金加算積立資産 14,000,000 0 2,000,000 12,000,000

小　計 48,213,000 0 2,000,000 46,213,000

合　計 2,172,054,682 500,000,000 614,352,089 2,057,702,593

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

科　目 当期末残高
(うち指定正味財産から

の充当額)
(うち一般正味財産から

の充当額)
(うち負債に
対応する額)

基本財産

　投資有価証券 1,993,099,012 (1,904,291,012) (88,808,000) (0)

　定期預金 18,390,581 (18,390,581) (0) (0)

小　計 2,011,489,593 (1,922,681,593) (88,808,000) (0)

特定資産

　運営強化資金引当預金 34,213,000 (0) (34,213,000) (0)

　支払助成金加算積立資産 12,000,000 (0) (12,000,000) (0)

小　計 46,213,000 (0) (46,213,000) (0)

合　計 2,057,702,593 (1,922,681,593) (135,021,000) (0)

財務諸表に対する注記

  その他の有価証券…決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は、移動平均法）によっている。

　　　　　　 但し、法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律(平成19年3月30日法律第6号)及び
           法人税法施行令の一部を改正する政令(平成19年3月30日政令83号))に伴い、平成19年3月31日
           以前に取得した有形固定資産については、法人税法改正後最初の事業年度である平成20年度、
           または償却可能限度額まで償却が終了した翌期のいずれか遅い方の事業年度から5年間で均等
　　　　　 償却する方法によっている。

　ソフトウェア･･･自社利用のソフトウェアであり、利用可能期間を5年と見積もり、定額法により減価償
　　　　　　　　却を実施している。



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 1,410,970 1,390,052 20,918

ソフトウェア 1,760,400 1,688,238 72,162

合　計 3,171,370 3,078,290 93,080

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

科　目 帳簿価額 時　価 評価損益

中国電力社債第322回 101,695,373 112,730,000 11,034,627

兵庫県公債第18回 101,605,811 109,990,000 8,384,189

ANAHD社債第29回 100,000,000 100,720,000 720,000

住友不動産社債第97回 100,113,061 100,910,000 796,939

三菱商事社債第81回 101,880,355 106,180,000 4,299,645

三菱商事社債第81回 101,881,799 106,180,000 4,298,201

新関西空港社債第14回 102,149,027 102,750,000 600,973

北海道電力社債第323回 101,295,420 101,690,000 394,580

京都府公債平成27年度第2回 100,000,000 100,790,000 790,000

森ビル社債第16回 99,963,383 101,650,000 1,686,617

東京電力社債第553回 102,157,383 103,791,500 1,634,117

三井住友FG劣後社債第9回 30,000,000 29,724,000 -276,000

みずほFG劣後社債第9回 40,000,000 39,648,000 -352,000

合　計 1,182,741,612 1,216,753,500 34,011,888

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

金　額

経常収益への振替額 125,814,621

　基本財産に対する指定の解除 100,000,000

　基本財産受取利息 25,814,621

８．関連当事者との取引の内容

９．その他
①特定資産のうち、できるだけ多くの助成金を長期安定的に確保するため、平成31年度から令和10年度ま
での通常の支払助成金に加算して使用する「支払助成金加算積立資産」を設定している。
（本年度の積立限度額は1,200万円｡資産の増減､財源については注記３，４のとおり）
②満期保有債券の評価の一部に訂正すべき事項があったことにより、指定正味財産額を11,192,000円増額
し、一般正味財産額を同額減額する修正を行っている。なお、期末正味財産合計額の変更はない。　

　該当事項なし。

内　容


